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地域振興に向けての提言 

 

 

 

議会では、合併後の１０年間をしっかりと検証して今後の糧とするとともに、

今後１０年間に向けた地域づくり、より希望に満ちた伊那市づくりを推進する

ため、２つの特別委員会（事業点検評価特別委員会・地域創生対策特別委員会）

を設置し、「地域振興のための条件整備」を中心テーマとして調査・研究を行

ってきました。 

市民との意見交換会や各種団体等から出された意見、課題などを踏まえ議員

間討議を重ね、市内各地域の活性化があってこそ伊那市全体の発展につながる

という視点から、議会の総意として地域振興に向けて提言しますので、積極的

な対応策を望みます。 



事業点検評価特別委員会 調査・研究に係る提言 

 

 

伊那市議会基本条例第８条の「議会は市長等の事務の執行の監視及び評価並び

に政策の立案及び提言に関する機能の強化を図るものとする」という規定を真摯

に遂行するため、各地域協議会や市民の皆様との懇談会で出された意見も踏まえ

て、下記の事項について提言します。 

 

記 

 

１ 総合支所組織のあり方について 

  総合支所のあり方、機能については、市民はもちろんのこと、各地域でも、

また議会内でも議論のあるところであります。今後、十分な議論を重ねて検討

していく必要がありますが、以下の点について考慮していくことを望みます。 

  （１）本庁と総合支所間の連携不足解消のため、組織及び業務分担の見直し

を進め、総務部門が担う庁舎管理などは業務集約化による本庁移管を検

討するとともに、将来的には住民サービスの低下をさせない職員体制で

臨むこと。 

  （２）地域の形状や自然の構造などから見て「防災の視点」は、高遠・長谷

地域では絶対外せない最重要項目であることを再認識し、防災機能の強

化・充実を図ること。 

 

２ 伊那市保育園整備計画（後期計画）の小規模保育園のあり方について 

  小規模保育園のあり方については、これまでも議会内で一般質問等を通じて

大いに議論されてきました。その中で、各地域の維持・発展のため、特に中山

間地域の活性化のためには、子育てに対しての支援体制を充実していくことが

必要です。そのためには、伊那市保育園整備計画の後期計画に定めた、保育園

の「施設整備基準」と「小規模保育園における休廃園基準」を廃止し、子育て

支援の観点から個別に検討していくことが望ましい。 

 

３ 道路維持補修費について 

  毎年、各地域、各区から身近な道路や水路改修等の要望が出されていますが、

予算的な面からこの要望に応えられず、不満の声が上がっています。生活道路

は日常生活に欠くことのできないものであり、生活の安全や防災対策、また、

地域振興を図る上でも、補修・整備は必要不可欠であるため、地域からの要望

に応えられるよう、十分な予算を確保するよう努めること。 



地域創生対策特別委員会 調査・研究に係る提言 

 

「地方創生」という言葉が生まれて早５年が経過します。元気で豊かな伊那 

市を創生するには、元気で豊かな地域があってこそです。 

「移り住みたくなる地域」「そこで働きたくなる地域」を目指すため、下記の 

事項について、特に伊那市独自の地域振興策として、積極的な対応をとるよう 

提言します。 

 

記 

 

１ 南アルプスの観光魅力創出について 

南アルプスを含めた入笠山・鹿嶺高原一帯が、地域の観光資源として重要で 

あることは、議会だけでなく伊那商工会議所や伊那市観光株式会社とも共通の 

認識である。 

この一帯の魅力創出と発展に向けて、様々な面の整備を進め、三者連携を 

しながら地域活性化策を検討すること。 

 

２ 地域の特色を生かした産業振興策の推進について 

  創業・起業者への初期投資費用の支援など創業・起業に対する支援策や、 

後継者不足対策としてマッチング事業の創設を検討すること。 

  また、伊那市の基盤である農業分野において、米、そば、果樹等の農産物 

のブランド化や六次産業化を推進すること。  

 

３ 移住定住促進となる住居政策について 

現在の市営住宅施策では、移住者が生活をスタートして軌道に乗るまでに厳

しい面も見受けられる。 

「その他住宅」の入居条件を、低所得者にも配慮するなど緩和したり、若宮

団地・大萱団地の建て替えを機に、期間限定で家賃優遇措置が講じられる移

住者向けの市営住宅建設を検討するなど、あらゆる面で移住者や低所得者に

配慮した住居施策を検討すること。 

 

４ 子育て支援策としての奨学金制度について 

子育て支援策の一環として、低所得者家庭向けに、高校生を対象とした給付

型奨学金制度と、専門学校、短大、大学、大学院生を対象とした返還型奨学金

制度を創設するとともに、人材が不足している技術職や技能職などの人材育

成・資格取得のための返還型奨学金制度の創設を検討すること。 

なお、制度の創設に当たっては、移住・定住の促進が可能となるような制度

とすること。 


